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■はじめに 

 

 私たち「福岡市民クラブ」は、社会・経済情勢が今後も激しく変化する中においても将

来のあるべき姿を展望し、これからの福岡市の「まちづくり」のため、福岡市政に必要な

取り組みを「会派基本政策 2023」にまとめ、2023 年２月に公表するとともに、本基本政

策に掲げた各種施策の実現に向けて、議会活動を進めております。 

「会派基本政策 2023」は、『生活保障』、『成長』、『地域』、『共生』の 4 つの分野を大き

な柱としており、それぞれ相互に関係性を持っています。市民の暮らしを守る（＝生活保

障）施策に充当するための財源を、本市の特性を踏まえた成長分野で新たに生み出す。そ

して、生み出されたその財源を「地域（＝行政のパートナーシップ）」の観点から、これ

まで以上に市民の声を反映させる仕組みの下で分配していく。さらに、これらの健全な循

環を支えるため、市民の力を高め合い、認め合うために必要な公共基盤の強化（＝共生）

を図っていくという都市経営理念に支えられています。 

 

 また、「市民と一緒に地域の将来を議論し、政策のかたちで提案し、さらに市民に対す

る説明責任をしっかり果たすことのできる『働く議会』を実現する」という理念の下、去

る 9 月 14 日、会派主催による「第 12 回議会活動報告会」を開催し、現在の厳しい暮らし

の状況とその改善を求める多くの「声」をいただきました。 

 

本市の財政運営においては、今後も社会保障関係費の増加や多くの公共施設が更新・修

繕を迎えることに加え、子どもたちの健やかな成長を支えるため、より徹底した「選択と

集中」を図っていくことが必要です。一方で、コロナ禍で傷んだ市内経済は回復基調に転

換しつつも、今なお続く物価高騰への対策をにらみながら、誰もが安心して生活していけ

る福岡市の実現を目指し、果敢に挑戦していかなければなりません。 

さらに、令和 6 年度は第 10 次福岡市基本計画の策定の年です。本市の様々な計画の根

幹であり、多くの実施計画の改訂にもつながることから、各種計画の策定にあたっては、

急速に進む時代の変化を的確にとらえ柔軟に対応できるよう、市民の多様な意見を受け止

め、広く議論を尽くした上で計画の目標や目指すべき成果が示されなければならないと考

えるところです。 

 

以上の認識に基づき、我が福岡市民クラブは、議会報告会や各地域でいただいた市民の

「生の声」を生活保障・成長・地域・共生の４つの分野ごとに反映させた、全 64 項目 188

施策を提言いたします。市長におかれては、福岡市政の転換期ともいえる令和 6 年度予算

の編成にあたり、我が会派からの提言を取り入れ、前向きにご検討いただきますよう、強

く要望いたします。 
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■生活保障分野 （17項目 56施策） 

（１）子ども期における愛と希望が抱ける子育て 

1. 保育・幼児教育の充実 

①待機児童については解消したとされるものの、未入所児童については地域ごとに偏りが生

じていることから、行政区ごとのニーズをとらえ適正な配置となるよう努めること。 

②保育の質の向上を図るため、まずは０歳児の保育士の配置を１対３から 2対 3にするなど、

福岡市独自の保育士の加配に取り組むこと。 

③多様な働き方に対応するため、休日保育や一時保育を充実すること。 

④障がい児や医療的ケア児などの特別支援保育の推進に努め、加配職員の不足を解消するこ

と。 

 

2. 放課後等の居場所づくり 

①学校施設を活用し、児童生徒の居場所の確保と放課後の「学び」と「遊び」の機会を広く提      

供すること。 

②放課後児童クラブは、多様な働き方や短時間勤務にも対応できるよう、入会要件を緩和す

るとともに、児童増に対応すべく施設と支援員の充実に取り組むこと。 

③安心・安全な放課後児童クラブとなるよう、1クラスの児童数を 35人以下とすることを検

討すること。 

④長期休業中の放課後児童クラブにおいて、昼食の提供をすること。 

 

3. 女性の健康づくりと母親のケア 

①「子宮頸がん検診」や「乳がん検診」をはじめ、健康づくりに必要な情報提供やサービスを

充実すること。 

②妊娠期や出産後の育児不安を抱える母親に対して、育児相談やメンタルケアを提供する産

後ケア事業の提供窓口の充実に取り組むこと。 

③孤独・孤立化する特定妊婦へのサポート機能の強化に向け、産前・産後の母子支援センタ 

ー（こももティエ）に臨床心理士や保健師などの専門職員を配置し、相談体制の充実を図

ること。さらに、学校や医療機関、警察などの関係機関との連携を強化するとともに、当事

者に情報が行き届くよう周知方法を工夫すること。 

 

4. 児童虐待の防止 

①「福岡市子ども虐待防止条例」に基づき関係機関のみならず、地域での見守り活動など、市

民への理解が深まるよう取り組むこと。 

②乳幼児健診の未受診家庭に対し、保健師等が家庭を訪問し発育状況や家庭の様子を把握し、

虐待の早期発見につなげること。 

③新たな児童虐待防止対策体制総合強化プランに基づき、児童福祉司や児童心理司、保健師

を増員し、区役所での相談体制の強化を図ること。 
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④父親による虐待防止の観点から、父親を対象とした子育てに関する悩みや不安等の改善に

向け、効果的な施策について検討、実施すること。 

 

5. ワークライフバランスの推進 

①本市男性職員の育児休業取得率 100％を目指すとともに、平均取得期間の目標を 8 週間と

し、実現に向けて取り組むこと。 

②実質的に勤務間インターバルが保たれるよう、業務改善や職員の増員を行うなど働き方改

革を推進すること。 

③「産後パパ育休制度」の周知と取得率の向上を図るため、ワークライフバランスを推進す

る民間事業者への支援を強化すること。 

 

6. ファミリー世帯の家計負担の軽減 

①未就学児の通院医療費について、自己負担額ゼロの復元に取り組むこと。 

②就学援助制度について、年収制限や支給項目の対象の拡大を図るとともに、学校給食の無

償化について検討すること。 

③福岡市の独自財源により、2 歳児未満の保育料や３歳児以上の副食費など保育にかかる負

担軽減に努めること。 

④転宅費用の補助対象の拡大や空家の活用などにより、暮らしにかかる費用の軽減に資する

施策を実施すること。 

⑤貧困の連鎖を断ち切るため、「習い事応援事業」の内容を再検討し、対象世帯の拡大を図る

こと。 

⑥おたふくかぜやインフルエンザのワクチン接種費用の助成を図ること。 

 

（２）安心と安らぎの高齢社会 

7. 健康寿命の延伸施策の充実 

①市民の「健康寿命」を延ばすため、定期健診の受診率の向上を図るとともに、受診結果を踏

まえて、運動や食生活の改善などに取り組まれるような仕掛けを強化すること。 

②歯と口の健康を保ち、いつまでも食事を楽しむ暮らしを維持できるよう、成人向け口腔ケ

ア施策を拡充すること。 

③「歩かない」「朝ご飯を食べない」「やせ」といった福岡市特有の健康課題を共有し、若年層

から健康維持に取り組む機会を拡大すること。 

 

8. 外出しやすいまちづくり 

①高齢者の地域へのお出かけをサポートするため、坂道や木陰、公開空地など、ニーズの高

い場所のベンチ設置を全庁的な視点で促進すること。 

②高齢者乗車券の助成額を増額するとともに、IC カードで利用できる交通機関の拡大や、IC

カードとタクシー助成券など各乗車券との併用を認めるなど利便性の向上を図ること。 
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9. 介護事業の活用支援 

①高齢者の増加に対応すべく、地域包括支援センターの増設や職員の増員などと合わせ、現

役世代の両立支援に向けた相談体制の充実に取り組むこと。 

②福岡市に蓄積された介護データをもとに、重度化予防につながる介護ケアプランの作成に

取り組むこと。 

③施設利用者にも優しい抱え上げない介護の推進に向け、事業者も含めた研修機会を充実し、

ロボット等の導入費用助成の拡充に努めること。 

④単身高齢者が、将来、介護事業等の各種サービスの利用に困らないために、後見制度につ

いて、早い段階から理解を深めるよう周知を図るとともに、いきいきセンターに相談機能

を追加するなど活用に必要な手続きのサポートに取り組むこと。 

 

10. 認知症サポート体制の強化 

①認知症カフェの拡充と合わせ、ユマニチュードの普及や認知症サポーター養成の推進など、

認知症に対する理解を深める取り組みを拡充すること。 

②家族が介護を離れて心身ともに安らげる場を提供すること。 

③若年性認知症も含め、社会参加を促進するため、就労機会の拡充に向け、事業者支援を強

化すること。 

 

11. 住み慣れた地域での暮らし支援 

①安心して住み続けられる「住まい」を確保するため、高齢者（特に、単身高齢者）に対する

住まい探しの支援策や住替え費用助成を実施すること。 

②高齢化や介護時に必要となる住居改良のため、介護保険制度の活用も含めたあらゆる視点

からのアドバイスと手続きが可能な相談機能を充実すること。 

③在宅介護を実施している世帯を支えるために、介護関連器具の提供や本市独自の財政支援

を検討すること。 

 

（３）働くすべての人が生きがいを抱ける就労環境 

12. 安心できる労働環境の整備 

①市民相談室や雇用相談センター等での相談内容を踏まえ、本市が関わるあらゆる企業に対

する情報提供等を通じて、市内企業の育成に取り組むこと。 

②介護士や保育士の確保が困難な現状を踏まえ、事業者指導を通じて人員配置等を把握する

とともに、職員の負担軽減に向けた ICT の活用など、労働環境の改善を図ること。 

③市が発注する工事や業務について、将来的な公契約条例の制定を視野に、建設キャリアア

ップシステムの活用・普及に取り組むとともに、時間外労働の上限規制を踏まえた適正な

工期の設定や環境整備に取り組むこと。 

④「ふくおか働き方推進企業認定制度」の認定企業の拡充を図るため地元企業や業界等への
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制度の周知を強化すること。 

 

13. 非正規労働者の処遇改善 

①相談窓口の周知をはじめ、無期転換ルールを含めた労働関係法令や最低賃金等のワークル

ールについて、市政だより等の市の広報媒体を活用し、分かりやすく周知すること。 

②非正規保育士への家賃補助や奨学金返済支援の拡充など、処遇改善施策を講じるとともに、

保育士の「働き方改善」や正規化を促進するため、市内保育園の経営状況に関する調査を

もとに、助言・指導を行なうこと。 

 

14. 障がい者の就労自立支援 

①障がいの種類や程度に応じて適切な知識・スキルを獲得できるよう、就労支援事業所との

連携や指導の強化に取り組むこと。 

②就労支援センターの機能強化に伴い、特別支援学校から各事業所に至るまで、しっかりと

連携し、障がい者の社会参加と自立を可能とする体制づくりに取り組むこと。 

③就労支援事業所が受け入れられるよう、必要な配慮などに関する情報提供や支援員への研

修実施など、強度行動障がい者の支援体制を強化すること。 

 

15. 女性の活躍支援 

①本市の女性管理職の割合を 2030 年までに 25％超の達成をめざし、あらゆる施策に取り組

むこと。 

②女性活躍推進の必要性を福岡市内の企業に広く働きかけるとともに、仕事と家庭の両立支

援制度や市の支援窓口の普及に取り組むこと。 

③離職した女性が再就職や起業に挑戦できるよう、キャリアアップの支援に取り組むこと。 

 

16. 生活困窮者への支援 

①生活困窮者自立支援法を踏まえ、相談窓口機能のみならず、就労支援や一時生活支援、学

習支援など、自立に向けたトータルな支援体制を充実すること。 

②生活保護制度をはじめ福岡市が提供する様々な支援制度（各種減免制度など）を適時的確

に利用できるような体制づくりに取り組むこと。 

 

17. 再犯防止の推進 

①就労の支援等による居場所づくりに向け、協力雇用事業主の拡大に取り組むこと。 

②市営住宅への入居促進、セーフティネット住宅の普及推進により、住居確保に取り組むこ

と。 

③若者総合相談センターユースサポートｈｕｂ（ハブ）で就労につなぐための基礎的能力の

習得指導や支援を行うこと。 
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■成長分野 （16項目 48施策） 

（１）アジアに開かれたゲート機能を活かし幅広い人の往来を促す 

18. 3つのゲート機能の強化 

①福岡空港の就航路線について、国内路線を維持しながら、友好姉妹都市や乗り継ぎ利便性

の高いアジアのハブ空港をターゲットに、現在就航していない国・地域への拡大を支援し、

利用促進に向けた施策を充実させること。 

②適正な空港運営に本市が積極的に関わるとともに、増設滑走路の令和７年３月末供用開始

に向けて、周辺地域の騒音防止対策をはじめとする環境対策・環境整備を推進すること。 

③博多港は、人流のみならず九州内外からの物流拠点としての位置づけであり、物流 2024 問

題を踏まえ、輸送力・量の拡大や処理能力を含めた生産性の向上のため、積極的な機能強

化を図ること。 

④地下鉄七隈線の延伸を機に、さらに結節機能が強化される「博多駅」の利用者増を踏まえ、

筑紫口の混雑軽減や各種公共交通への乗り換え案内の表示設置など、スムーズな移動と市

外からの来街者に分かりやすいまちづくりに取り組むこと。 

 

19. MICEの推進 

①MICE の専門組織（Meeting Place Fukuoka）を中心に、世界中の政治、経済、文化、芸術、

学術など、幅広い分野におけるコンベンションの企画・誘致に取り組むこと。 

②市民が超一流の技能・技術や選手に触れられる機会を増やすために、様々な競技の世界大

会を誘致すること。 

③世界規模のコンベンション誘致や観光施策の強化に備え、特にアジア各国からの来福者へ

の対応を強化するため、通訳士に加えて留学経験者などの語学力のある市民を「福岡おも

てなし通訳（仮称）」として増員・育成すること。 

④福岡マラソンは、都心部も加えたコースへの変更を行なうなど、参加者の満足度向上と内

容の充実に取り組むこと。 

 

20. 他都市との交流・連携の強化 

①姉妹都市交流について、双方の官民による経済・文化の交流を促進するため、各都市へ人

材の派遣や市職員を駐在させるなど、現地の情報収集機能の強化に取り組むこと。 

②福岡市のゲート機能を活かし、福岡都市圏（糸島市、太宰府市、宗像市など）や九州圏内の

自治体とも密に連携した観光推進施策を展開すること。 

 

21. 福岡市の独自観光施策の充実 

①国内外から福岡市に訪れた観光客を都心部の回流のみに終わらせないために、市内全域に

わたる独自の観光資源を積極的に発掘し、開発支援や受入れ体制を強化すること。 

②観劇やコンサートなど、ファミリー客も利用可能なエンターテイメントも含めたナイトタ
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イムエコノミーの開拓・開発、展開に取り組むこと。 

③鴻臚館を早期に復元し、アジアとの交流の歴史を感じさせる体験型イベントを実施するな

ど、「貴重な歴史観光資源」としての整備を進めること。 

 

22. 世界に通用する「食産業」の育成 

①飲食店や食品加工業者、および食に関する専門学校などの組織化と連携を促すとともに、

市立高校に食の専門学科を新設するなど、食分野を本市の基幹産業として育成・支援する

こと。 

②天神・博多のみならず福岡市内全域にある他の料理人や愛好家から羨望されるような「美

味しい店」を効果的に活用するとともに、提供店舗自身の技術や衛生面も含めた磨き上げ

の支援を通じて、国内外からわざわざ行って食べたい「食のまち」を展開すること。 

③福岡の有名な「食（ラーメン・うどん・もつ鍋・水炊きなど）」をブランド化し海外へ売り

込むため、様々な支援策に取り組むこと。 

 

（２）人のつながりと先端技術を活かし新しい仕事を生み出し続ける 

23. 地場企業の成長を促す支援充実 

①地場中小企業の採用活動を支援するため、市内の高校・大学・専門学校や企業との連携を

図り、市内外の求職中の若年世代に地元企業の魅力を伝える取り組みを強化拡充すること。 

②地場企業の域外への新規販路開拓や EC サイト(ネットショップなど)の活用によって、域

外を含めた販路拡大を支援すること。 

③事業者が相互に情報交換できる機会を創出するなど、企業間のマッチング機会の創出も含

めた支援策を講じること。 

④市が様々な事業を進める上で民間事業者に対する業務委託等を実施する際には、発注先を

地場企業に限定する事業を拡大するなど、地場企業の育成を図ること。 

 

24. 起業しやすい環境づくり 

①スタートアップ支援事業については、IT関連産業のみならずあらゆる業種の起業の際、訪

れやすく実際の開業につながるような相談・支援事業にすること。 

②支援した事業者の開業後について、状況把握を行い、適切な成長支援策を講じること。 

 

25. ＤＸ社会への対応支援 

①暮らしの利便性向上、および既存産業の効率化を促進するため、様々な IoT サービス提供

に関する実証実験をサポートするとともに、新たなサービスを普及させるための支援策を

講じること。 

②取引などがデジタル化できていない企業など、DX を進めるための基盤整備に向けた支援

策を実施すること。 

③地場中小企業の労働力不足の解消と事業の生産性向上を図るため、総務・経理・人事など
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の管理部門を含めたデジタル化を推進すること。 

 

26. 事業の育成・拡大を支える基盤整備 

①本市独自の「キャッシュレス決済」機能を構築し、市内事業者が手数料の負担なくキャッ

シュレスに移行できるよう支援すること。 

②後継者の不在等により存続が困難な地元企業に対し、経営・マネジメントをはじめ、総務

人事や財務等の人材の発掘育成を通じて、事業承継を支援すること。 

 

27. 農林水産業の振興 

①担い手を増やすため、技術習得や就業体験の機会を増やすとともに、新規就業時の負担軽

減策に取り組むこと。 

②市内農水産物の国内外に向けた販路拡大やブランド強化を図るとともに､その加工品販売

や飲食店での提供につなげる６次産業化に取り組むこと｡ 

③市内の森林資源の保全を図るとともに、福岡市産材の活用を促進するために、木材の流通

環境の整備に向けた支援に取り組むこと。 

④博多湾の養殖業を推進するため、漁業者や大学等と連携し、安定した収入が期待できる新

たな養殖種や適地を検討すること。 

⑤農業の人手不足の軽減に向け、就労支援事業所を通じて定期的に労働力を提供する「農福

連携」に取り組むこと。 

 

（３）魅力あふれる空間を形成し都市の価値を高める 

28. 賑わいと憩いが共存する都心づくり 

①天神・博多を中心とした再開発エリアにおいて、賑わいの創出にとどまらず、誰もが憩え

る空間を確保し、市民にひらかれた都心づくりを進めること。 

②天神・博多駅地区において歩行者にも安全な賑わい空間を創出するため、定期的に歩行者

天国を実施すること。 

 

29. 活力あふれる拠点づくり 

①周辺の街並み形成やインフラ整備を含めた「商店街まちづくり計画」の策定を推進し、計

画実現に必要な規制緩和や財政支援を行なうこと。 

②駅前や商店街、大きな通りに面した場所などのマンション建設において、1 階のテナント部

分を確保するなど、地域の賑わいを守るための具体的な施策を検討すること。 

③地域の駅周辺や幹線道路沿いなどに都心部の規制緩和の取り組みを拡大し、賑わいの創出

を図ること。 

 

30. 都心部における交通対策 

①天神・博多部における駐車場整備の抑制や活用されるフリンジパーキングの展開、交通結
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節点における自転車ポートやパーク＆ライドの拡大など、都心部への自動車の流入量を減

らし、公共交通への利用転換を促進すること。 

②博多駅～ウォーターフロント～天神の公共交通網を充実させるため、新交通システム（Ｌ

ＲＴ）の導入を検討すること。 

 

31. 交通ネットワークの再構築 

①働き方改革に伴い不足する労働力を補う視点も含め、バス路線の維持に必要な人員確保と、

自動運転の導入に向けた走行路線の検討など、公共交通ネットワークの維持に必要な手立

てについて、具体的な検討を進めること。 

②現行の生活交通条例の見直しも含め、生活道路を走る「コミュニティバス」の路線数の確

保と、公共交通の維持に取り組むこと。 

③「のるーと」「チョイソコ」などのオンデマンド交通（生活支援タクシー）の利用増に取り

組むとともに、導入エリアの拡大を進めること。 

④オンデマンド交通と生活交通、主軸となる公共交通のそれぞれの結節点を機能強化し、暮

らしを支える交通網を強化すること。 

 

32. 洗練された街並みの形成 

①地域の特性を活かした建築物や景観に関するルール作りを支援し、地域住民が良好な市街

地環境を守っていくための取り組みを推進すること。 

②電柱地下埋設工事を推進するとともに、歩道等の段差の解消に取り組み、快適で歩きやす

い道路整備を進めること。 

 

33. 自然と調和したまちづくり 

①天神・博多の再開発と合わせ、ビル内外を含め、街中の緑空間を確保することにより、自然

豊かな空間形成に取り組むこと。 

②街路樹や公園などの樹木については、その地区の特性に応じた樹種の選定を行なうととも

に、枝葉の剪定作業の回数を増やすこと。 

③「ボタニカルライフスクエア」の機能強化を通じて、みどりのコーディネーターの積極的

な活用と、一人一花運動に取り組む団体を質・量ともに支援すること。 
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■地域分野 （13項目 32施策） 

（１）市民自治を確立してみんなの声をカタチにする 

34. 行政と地域とのパートナーシップ強化 

①「共創による地域コミュニティ活性化条例」の主旨を踏まえ、行政と自治協議会・町内会と

の関係性を明確化し、良好で持続可能な地域コミュニティづくりを推進すること。 

②行政と地域住民とのパートナーシップを強化するため、自治協議会会長会や７区自治協議

会会長会を市長への諮問機関として位置づけるなど、地域住民の声を反映させる会議体を

設置すること。 

③自治会・町内会に対する市からの依頼事項の軽減に努めるとともに、自ら企画した活動や

運営が可能となるよう、地域実情に沿った支援を行うこと。 

 

35. 地域活動の担い手づくり 

①新たな担い手確保のために地域コミュニティの活動に多様な主体が関われるよう、例えば、

身近な消防団や商店街が活動に参加しやすい環境づくりを進めること。 

②若者が地域まちづくりに参画しやすい環境整備の一環として、中学生を含めた若者が町内

会、自治会との接点を持てるような施策を実施すること。 

③地域における役割分担意識の軽減に努め、男女ともにあらゆる地域活動に参加参画できる

よう、取り組むこと。 

 

36. 地域が主導するまちづくり活動への支援 

①地域の住民自治団体が中心になって自らのまちを設計し、居住環境を整備していく「まち

づくり事業」に対する支援を行うこと。 

②地域住民参加型のワークショップ方式を公園や道路のみならず、公共の建物など様々な公

共事業に適用するとともに、そのために必要なデータの提供や調査活動を支援すること。 

③各区の予算を活用し、地域がまちづくり活動を実施する上で必要な費用拠出に取り組むこ

と。 

 

37. 交通安全の推進と防犯対策 

①通学路や駅周辺などの歩行者の多い道路の安全確保のため、歩道の整備をはじめ、ハンプ

設置をはじめ、屈曲部・狭さく部を設けるための道路改良を実施すること。 

②登下校時の安全を確保するため、定期的に通学路の安全点検を実施するとともに、通学路

に限らず「ヒヤリハット事例」があった箇所についても積極的な安全対策を実施すること。 

③より明るく安全なまちづくりを推進するため、自治会・町内会が防犯灯や防犯カメラを新

設する際の費用負担を軽減すること。 

④市内の防犯カメラの設置状況を把握するとともに、危険箇所や不法投棄が多い場所などに

対して市独自の対策を講じること。 
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38. 各種団体への支援の拡充 

①NPO団体の活動を支援するため、団体情報の調査を通じて現状を把握するとともに、生活

向上に寄与する公共事業の担い手として連携強化を図ること。 

②公共サービスを担おうとする各種団体に対し、「労働者協同組合法」に基づく活動団体のあ

り方を周知すること。 

 

（２）市民が望む公共サービスを最適な形で提供する 

39. 行政サービスの利便性向上 

①スマートフォンなどにより「オンラインで手続きを完了できる行政サービス」を増やすだ

けでなく、市民にとってより使い勝手のよいシステムを構築すること。 

②高齢者や障がい者など、オンライン申請等に困難を来たす方への配慮を確実に行い、あら

ゆる人が申請手続等をスムーズに行えるよう取り組むこと。 

③人が多く集まる商業施設や大学など、利便性の高い場所における期日前投票所の設置を全

区的に拡充すること。 

 

40. 相談窓口の充実 

①多様な行政ニーズへの相談窓口や、暮らしに関わる行政サービスの提示などを行なう相談

支援員（仮称：行政コンシェルジュ）を配置し、公民館の行政拠点機能を強化すること。 

②区役所・出張所への来訪者に対して、待ち時間の短縮や分かりやすい案内の徹底、たらい

回しの防止などに取り組むこと。 

③暮らし全般に関わる悩みや精神的な負担を軽減するとともに、心の拠り所となる居場所や

窓口を増設し、市民への周知に取り組むこと。 

 

41. 公共の役割の明確化 

①生活に密着した行政サービスについては「公共が責任をもって担う」姿勢を打ち出し、安

易に民間委託や指定管理者制度を活用しないような指針づくりに取り組むこと。 

②公共サービスを民間に移管する際には、技術の継承という基本的視点を持ちながら、コス

ト面だけの選定とせず、働き方に関する選定基準を設け、良好な職場環境の整備を進める

企業の参入を促すこと。 

 

42. 市民負担を軽減した公共施設の維持・建替 

①区役所などのサービス提供を休止できない施設の建て替えについて、計画的かつ迅速な建

替整備を進めるとともに、財政負担の平準化に努めること。 

②学校校舎など利用者が限定的な長期使用施設の新設・建替えは、将来的な人口動態も見据

え、違った用途に転用可能な建設物にするなどの取り組みを進めること。 

③老朽化した水道管や給排水施設の更新については、料金収入を踏まえつつ、スピード感を

持って取り組むこと。 
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43. 税・使用料の収納率向上 

①税や使用料及び保険料などの歳入に関する項目について、市民がより納付しやすいシステ

ムの構築や、区役所担当課の体制拡充などに取り組むこと。 

②支払能力がある滞納者への徴収は強化しつつ、困窮者に対しては分納や延納などの寄り添

った対応を進め、収納率 100％達成に向けて取り組むこと。 

 

44. 外郭団体改革の推進 

①本市が出資している外郭団体については、出資割合にかかわらず調査・監査の対象とし、

その経営状況を厳格にチェックすること。 

②外郭団体等への再配置に関する厳格な基準（募集要項、採用基準、またその給与体系等）を

作成・公表すること。 

 

（３）議会改革の推進 

45. 議会費の拡充 

①地方議会の政策立案能力の強化を図るため、議会事務局職員の増員、並びに衆議院等への

職員派遣を増員をすること。 

 

46. 政治教育の推進 

①市議会の仕組みや役割を知ってもらう「親子議場見学会」の実施回数増や、「福岡市議会社

会科特別授業」の再開に向けて必要な予算を措置すること。 
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■共生分野 （18項目 52施策） 

（１）市民の生命と暮らしを守る安心・安全なまちづくり 

47. 平和都市「福岡」の発信 

①市長自ら「非核平和都市」を宣言するとともに、姉妹都市や友好都市と市民相互の信頼関

係づくりを通じ、平和都市「福岡」の推進に取り組むこと。 

②福岡市特有の戦争の歴史を踏まえ、命の尊さや平和の大切さを恒久的に学ぶ機会を提供す

るため、SNS等も活用した新たな施策に取り組むこと。 

③福岡市特有の戦争の歴史を踏まえ、命の尊さや平和の大切さを学ぶ機会を提供するため、

ＳＮＳ等も活用した新たな施策に取り組むとともに、恒久的・総合的な平和祈念施設の新

設に向けて取り組むこと。 

 

48. あらゆる自然災害を見据えたまちの強靭化 

①消防や救急などの緊急車両の事故防止や到着時間の短縮のため、狭隘道路の拡幅や右折レ

ーンの改良等に取り組むこと。 

②来訪者の増加を踏まえ、「寄る辺のない帰宅困難者」への緊急対応として、天神・博多エリ

アの一次避難体制の強化と、近隣市町村への徒歩帰宅支援策の構築に取り組むこと。 

 

49. 地域防災力の強化 

①「１町内会１防災士」を目指して防災士の育成に取り組むとともに、それぞれの地域で想

定される防災課題（浸水・河川氾濫・地震）に対応した防災訓練の実施に取り組むこと。 

②災害時要支援者名簿に基づく校区別避難支援体制を構築するために、個別避難計画作成の

進捗について実態を把握するとともに、作成の支援をすること。また、避難所運営につい

ては、地域の実情を知る自治協議会、及び自治会・町内会との連携を前提に、運営体制の強

化に取り組むこと。 

③災害時の避難所運営は多様な住民への配慮が必要であるため、事前の備えや計画策定の段

階から、それぞれの立場の意見反映を踏まえた地域防災力の強化に取り組むこと。 

④福祉避難所について、受入れ事業所をさらに増やすとともに、地域、要支援者、福祉事業所

の三者による避難訓練を実施すること。また、個別避難計画で避難先を調整するなどした

上で、直接避難が可能となるよう運用を見直すこと。 

 

50. ライフラインの確保 

①市民の命と暮らしを守る安心安全な「水」の提供を継続するとともに、福岡市の持つ水道

技術の継承と水資源の確保に、引き続き取り組むこと。 

②集合住宅における直結給水率向上に向け、住居のリフォーム時における直結給水化を普及、

促進するため、集合住宅建築事業者や関係業者、管理組合や管理会社等にメリットを周知

するなど、関係団体を巻き込んだ施策を実施すること。 
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③市民が安心して水道水を飲用利用できるよう、貯水槽の適正管理を進めるとともに、給水

方式の明示や管理状況の可視化など、水道関連情報を住民に伝えるよう関連事業者（不動

産・管理会社・オーナー等）などに働きかけること。 

 

51. 地球温暖化対策の推進 

①多くの市民が、自身の取り組むべき「温暖化対策」について考え、実践する機会を格段に増

やし、カーボンニュートラルを目指す気運を高めること。 

②太陽光発電やバイオマス発電などの創エネ技術と、複層ガラスや高効率照明などの省エネ

技術を積極的に採用し ZEH・ZEB 化を促進する施策に取り組むこと。 

③九大箱崎キャンパス跡地や橋本地区といった新たな開発エリアにおいてカーボンニュート

ラルの視点に立ったまちづくりを進め、市内への施策の拡大展開に取り組むこと。 

 

52. 再生可能エネルギーの普及促進 

①太陽光や小水力、木質バイオマス、水素などの再生可能エネルギー発電機能の市有施設へ

の導入を促進すること。 

②水素エネルギーについては、大学や民間事業者との協業により、製造、輸送、貯蔵、利活用

について、メタンやアンモニアを含めるなど幅広く捉え検討し、社会実装に向けた取り組

みを推進すること。 

③クリーンな次世代自動車の普及を推進するため、市内の電気や水素を供給するステーショ

ンの増設に積極的に取り組むこと。 

④公共施設に木質ペレットストーブを導入するなど、福岡市の木材である市産材をエネルギ

ー活用するための施策を推進すること。 

 

53. 廃棄ゴミの軽減 

①家庭から出される食品残渣やプラスチックごみ、紙ごみ等の減量などを通じて、ＣＯ２の

削減に積極的に取り組むこと。 

②「フードドライブ」事業の拡充や、食品販売事業者への廃棄量の減量施策を通じて、食品ロ

スの削減に取り組むこと。 

③巨大消費地の役割として、事業所から排出される食品残渣の次世代商材への加工、その後

の農地等での活用につなげる「ループ」の実施に向け、研究検討すること。 

④水中ドローン等を活用し、海中・海底ごみの状況を把握するとともに、市 HP やイベント

等での情報公開により、環境保全に対する市民意識の醸成に取り組むこと。 
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（２）一人ひとりの尊厳を守り多様性を大事にする社会づくり 

54. あらゆる差別の解消 

①性に関する差別・障がい者差別・外国人に対する差別・同和問題など、様々な人権侵害をな

くすため、教育現場や地域、民間事業所への啓発活動に積極的に取り組むこと。 

②新たな課題であるカスタマーハラスメントも含め、職場や地域における各種ハラスメント

の解消に向け、事業者や各団体で対策が図られるよう積極的に支援すること。 

③障がい者に対する差別的な取り扱いを是正するため、改善事例などの情報を民間事業者も

含めて広く提供するとともに、施設改善を促すための補助制度を創設すること。 

④インターネット等の SNS を通じた人権侵害を根絶するため、地域や学校における教育機会

を拡充するとともに、対応手法等に関する情報提供と専任者の配置によるモニタリングを

実施すること。 

  

55. 多様性を認め合うまちづくり 

①福岡市で暮らす外国人が増加傾向にあることを踏まえ、相互の文化や伝統、慣習などの情

報共有をはじめ、地域活動への参加など、市民との交流機会の活性化に取り組むこと。 

②パートナーシップ宣誓制度の登録者が対象となる行政サービスや民間事業者の提供サービ

スの拡大、連携自治体の増加に向け、積極的に取り組むこと。 

  

56. ジェンダー平等・男女共同参画の推進 

①福岡市男女共同参画推進協議会を活性化するとともに、ジェンダー統計の整備を進め、男

女共同参画社会（ジェンダー主流化）を実現すること。 

②住民票等への旧姓併記可能な制度について周知・広報を強化するとともに、市民が様々な

場面で旧姓を使用しやすくなる環境づくりに取り組むこと。 

  

57. 子どもの人権が尊重されるまちづくり 

①子どもの権利を尊重する社会づくりを推進するため、「子どもの権利条例」の制定に取り組

むこと。 

②ヤングケアラーの存在や問題点について広く周知を進め、当事者の子どもたちに対する支

援の重要性を啓発すること。また、実態調査を踏まえ、該当する子どもに対し家事や兄弟

姉妹の世話、介護など、ケアの実態に応じた支援体制の構築に取り組むこと。 

   

58. ペットと共生するまちづくり 

①人獣共通感染症対策や人と動物の共生社会づくりといった、ワンヘルスの実践に向け、市

民への理解促進に取り組むこと。 

②ペット関連事業者との関係強化を通じて、ペットをテーマとしたイベント開催を支援する

とともに、飼い主に対して適正飼育を奨励すること。 

③「地域猫」活動に対する支援の拡大や、飼い主のいない猫等の対策については、不妊去勢手
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術支援推進モデル事業について、早期に全市へ対象地域を拡大し、対策に取り組んで頂い

ている市民が利用しやすい制度となるよう本格実施に向けた準備をすること。 

④多頭飼育による生活・衛生課題の是正に積極的に取り組む各種団体に対し、費用面も含め

た支援に積極的に取り組むこと。 

 

 （３）個々の能力と可能性を拡げる AI時代を踏まえた教育・人づくり 

59. 学びの機会の保障 

①児童生徒が時間や場所に制約されずに授業を受けられるよう、ＩＴ機器の積極的な活用と

合わせて、福岡 TSUNAGARU Cloud については、量・質ともに充実させること。 

②学習した内容の学び直しや、学習習慣の定着を図る機会を全児童生徒に等しく提供するた

め、「ふれあい学び舎事業」の対象を全学年に拡げるとともに、さらに中学校でも実施する

など、補充学習の機会を保障すること。 

③不登校や教室で学べない児童生徒への「学び」の保障につながるよう、小学校への教育支

援コーディネーターの配置や、フリースクールに通う子どもの家計支援など、費用面も含

め支援体制を強化すること。 

④学びの多様化学校（不登校特例校）の設置については、設置数を増やすことや、中学生だけ

でなく小学生にも対象を拡大するなど、より多くの児童生徒が選択できるよう検討を進め

ること。 

   

60. シティズンシップ教育の推進 

①政治・経済・社会制度の理解といった「市民性（シティズンシップ）」を高める機会を提供

するため、公民館における生涯教育の充実と、市民センターや小中学校など身近な会場で

の学びの機会を増やすこと。 

②小中・高等学校において「シティズンシップ教育」を推進するため、授業のみならず児童

会・生徒会活動を活用するなど、児童生徒が民主主義や政治参加、及び働く上での権利・義

務や働くことの意義についての理解を深める機会を増やすこと。 

 

61. きめ細かな教育の実施 

①教員の業務を徹底的に精査し、見直しを図ることで、教員の業務負担の軽減施策に取り組

み、教員が子どもに向き合える時間を増やすこと。 

②よりきめ細かな教育を実施するためさらなる少人数学級編成について検討すること。 

③分割指導等の工夫ができるよう加配教員の配置を拡大するとともに、教育の質を担保しつ

つ個々の児童生徒の状況に合わせた様々な授業手法の導入に取り組むこと。 

  

62. 市立学校における教育環境整備の推進 

①福岡市の適正な学校規模を超えている過大規模校について、分離新設や通学エリアの見直

しなど、子どもたちの環境負荷の低減に取り組むこと。 
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②老朽化や狭隘化の著しい学校の校舎や体育館について、早期に建替え・改修が実施される

よう予算を拡充するとともに、「木視率」を高めるため木造化・木質化に積極的に取り組む

こと。 

  

63. 若者が可能性を拡げる機会の創出 

①大学生を対象としたインターンシップ受入れ事業を拡大し、地方自治体や地方議会の役割

について学ぶ機会を提供するとともに、その成果を今後の各種施策に活かすこと。 

②姉妹都市にある教育機関等と連携し、交換留学やインターンシップの機会を拡大するとと

もに、各都市の特色ある風土・文化・産業に触れるなど、若者自身の将来につながる学びの

機会を提供すること。 

  

64. 伝統・文化の振興 

①各地域で継承されている伝統行事や市が指定する文化財を次代に引き継ぐため、市内外へ

の情報発信や担い手育成などの支援に取り組むこと。 

②市内の美術館や博物館において市民の利用頻度を高めるために、無料で観覧できる企画・

展示品を増やすとともに、市保有の美術品・工芸品の館外での鑑賞機会を設けるなど、市

民が文化や芸術を身近に感じることができる機会を増やすこと。 


